
資料４

令和２年度
岩手県国民健康保険特別会計決算について

【ポイント】
ア 令和２年度の岩手県国民健康保険特別会計の決算は黒字となった。

（平成30年度（初年度）及び令和元年度に引き続き黒字。）
イ 決算黒字による繰越額（剰余金）は、来年度以降の納付金の軽減財源と
する。



令和２年度決算について
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○ 概要

歳入総額（A） 1,162億52百万円 歳出総額（B） 1,121億58百万円
収支差引残（A－B） 40億94百万円 年度末基金保有額 27億46百万円

・ 令和２年度から令和３年度への繰越額

・ 令和３年度に、令和２年度分国庫等の精算を行い、最終的な
令和２年度剰余金（後年度納付金の軽減財源）となるもの

（単位：百万円）

R2 R1 R2 R1

構成比 構成比

1 分担金及び負担金 31,222 26.86% 32,259 ▲ 1,037 30 0.03% 31 ▲ 1

2 国庫支出金 37,649 32.39% 37,308 341 110,574 98.59% 112,715 ▲ 2,141

3 療養給付費等交付金 0 0.00% 141 ▲ 141  普通交付金 84,582 75.41% 85,737 ▲ 1,155

4 前期高齢者交付金 39,059 33.60% 36,415 2,644  特別交付金 5,068 4.52% 5,565 ▲ 497

5 共同事業交付金 118 0.10% 108 10  後期高齢者支援金 15,238 13.59% 15,533 ▲ 295

6 財産収入 0 0.00% 0 0  介護納付金 5,534 4.93% 5,723 ▲ 189

7 繰入金 7,151 6.15% 7,097 54 117 0.10% 12 105

8 繰越金 816 0.70% 1,846 ▲ 1,030 408 0.36% 224 184

9 諸収入 236 0.20% 304 ▲ 68 944 0.84% 1,640 ▲ 696

48 0.04% 42

37 0.03% 0 37

計 116,252 115,480 772 112,158 114,664 ▲ 2,506

3 保健事業費

4 基金積立金

5 諸支出金

7 繰出金 

計

6 財政安定化基金支出金

2 国民健康保険事業費

対前年
増減

歳入 歳出

科目 科目

1 総務費

対前年
増減

R2 R1 増減

歳入－歳出（繰越額） 4,094 816 3,278



国庫等精算後の剰余金について
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○ 令和２年度決算（見込）

○ 令和２年度分の国庫等精算内訳

【歳入要素】
・ 繰越金 4,094,708 千円（Ｒ1:815,872千円）

・ 普通交付金返還金 196,358 千円（R1：177,690千円）

（R1:療給負担金追加交付 1,570千円、高額負担金（国・県）26,283千円）

【歳出要素】
・ 療養給付費等負担金償還金 2,837,589 千円（R1：931,092千円）

・ 療養給付費等交付金償還金 70,664 千円（R1：585千円）

・ 特定健康診査等負担金償還金 24,317 千円（R1：なし）

・ 保険者努力支援交付金償還金 11,632 千円（R1：なし）

（R1：県保健事業分償還金357千円、高額負担金（国へ返還）2,044千円、高額負担金（超過繰入）2,044千円、

一般会計精算分192千円）

①－② ＝ 1,346,864 千円 ・・・ 国庫等精算後剰余金（黒字決算となった）

⇒ 財政安定化基金の特例基金部分に積立て（後年度の納付金軽減財源に充当）※関連：資料３ Ｐ６

歳入 歳出 繰越額（精算前） 繰越額（最終）

令和２年度 116,252,250,630 112,157,543,197 4,094,707,433 1,346,863,827

令和元年度（参考） 115,480,216,150 114,664,344,625 815,871,525 85,101,194

（単位：円）

計 4,291,066 千円 ・・・ ①

計 2,944,202 千円 ・・・ ②



令和２年度における国庫等精算後剰余金の概念図
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歳入総額
1,162.52億円

A

歳出総額
1,121.58億円

B

繰越額
40.94
億円

C＝A－B

返還金等
1.96億円

D

普通交付金返還金
1.96億円

国庫等返還金
29.44億円
（前頁②）

E

療給負担金償還金
28.37億円

療給交付金償還金
7066.4万円

特定健診償還金
2431.7万円

特調償還金
1163.2万円

国庫等精算後剰余金
13.46億円

F＝C＋D－E

・ 岩手県国保特会における令和２年度の最終的な剰余金

・ 後年度納付金の軽減財源として活用予定

42.91億円 （前頁①）


